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区分 現状と課題 第８期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容 自己評価 課題と対応策

①自立支援・
介護予防・重
度化防止

〇まだ介護保険外の多様なサービスが少ない
状況にある。
〇自助・互助も踏まえ、生活支援体制整備事
業や自立支援型地域ケア会議と連動したサー
ビス体系の構築が必要。

【介護予防・生活支援サービス
事業の推進】住民主体の居場
所を増やすこと

住民主体の居場所の箇所数；R3年
度目標2か所、R4年度目標3か所、
R5年度目標4か所。

住民主体の居場所の箇所数；
R5年度１か所。

×

【課題】第８期計画期間中、新型
コロナウイルス感染症の流行もあ
り、特に高齢者が集う場所の立ち
上げは困難だったと考える。
【対応策】第５類移行後の令和５
年度から、少しずつ集まる場を立
ち上げたいと問い合わせが増え
ていた。生活支援コーディネー
ターを中心に、地域の把握を行い
ながら、立ち上げ相談や支援を継
続実施していく。

①自立支援・
介護予防・重
度化防止

〇まだ介護保険外の多様なサービスが少ない
状況にあるが、通所型サービスＣについて
は、通年での教室の実施や種類も増やし、介
護タクシーの利用も可能として、利便性を高
めている。
〇教室の内容や参加者の動向を分析するとと
もに、サービスを利用することで、要介護状
態への移行予防に効果的な教室になるよう運
営することが必要。

【介護予防・生活支援サービス
事業の推進】通所型サービスC
の参加者数を増やすこと

通所型サービスCの参加者数；R3年
度目標135人、R4年度目標135人、
R5年度目標135人。

通所型サービスCの参加者
数：R5年度実績　110人。

◎

【課題】介護予防教室としての
ニーズは高いが、繰り返し参加さ
れる方も多いため、短期集中型
サービスとしての在り方を見直す
必要がある。
【対応策】令和6年度、地域ケア会
議の場を活用して、市担当職員
や地域包括支援センター、事業
実施事業所が参加し、各教室の
評価を実施している。今後につい
ては、評価結果を踏まえて各教
室の見直しを行い、本来の短期
集中型サービスとしての機能を持
たせていく方向性。

第８期介護保険事業計画に記載の内容 令和５年度（年度末実績）
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①自立支援・
介護予防・重
度化防止

【一般介護予防事業の推進】一
般介護予防教室への参加者数
を増やすこと

一般介護予防教室の参加者数；R3
年度目標350人、R4年度目標350
人、R5年度目標350人。

一般介護予防教室の参加者
数；R5年度実績166人

△

【課題】教室によって、参加者が
多い教室と少ない教室とに分か
れる。また、新型コロナウイルス
感染症流行前は、参加者が多
かったが、第５類移行後も感染対
策のため受入人数を少なくした等
で参加者が減った教室もある。
【対応策】
感染対策を目的とした定員数減
以外の理由で参加者が少ない教
室については、アンケート等行
い、利用者のニーズを再度確認
し、教室運営の見直しを図る。

①自立支援・
介護予防・重
度化防止

〇通いの場の数は増加してきている。
〇一般介護予防教室や通所型サービスＣを卒
業した方が通いの場に通えるようになった
ケースも出てきているが、まだ少数にとど
まっている。

【一般介護予防事業の推進】
100歳体操の実施サークル数
を増やすこと

100歳体操の実施サークル数（累
計）；R3年度目標19か所、R4年度目
標21か所、R5年度目標23か所。

100歳体操の実施サークル数；
R5年度実績15か所

○

【課題】サークルの実施場所につ
いて、現状公民館が主流だが、
今後更に立ち上げ促進するに
は、公民館以外の民間の場所等
も活用していく必要がある。
【対応策】生活支援コーディネー
ターが地域を巡回しながら、地域
のスーパーや空きスペースを活
用できないか調査を行う。

①自立支援・
介護予防・重
度化防止

〇通いの場の数は増加してきている。
〇一般介護予防教室や通所型サービスＣを卒
業した方が通いの場に通えるようになった
ケースも出てきているが、まだ少数にとど
まっている。

【一般介護予防事業の推進】
100歳体操サークルの参加者
数を増やすこと

100歳体操サークルの参加者数；R3
年度目標230人、R4年度目標250
人、R5年度目標270人。

100歳体操サークルの参加者
数；R5年度実績222人

◎

【課題】サークルの運営を、地域
包括支援センターや生活支援
コーディネーターが支援しており
業務負担となっている状況があ
る。
【対応策】サークル数を増やすに
は、サークル自身で安定して活動
できるようにしなければならない
ため、運営方法の改善が必要な
サークルについては、助言を行う
必要がある。令和６年度より、運
営支援及び助言を目的とした事
業を導入済。
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①自立支援・
介護予防・重
度化防止

〇自立支援型地域ケア会議は継続して実施し
ており、多様な専門職からのアドバイスが介
護支援専門員のＯＪＴにつながるよう取り組
んでいる。
〇地域包括支援センターの主任介護支援専門
員を中心に、居宅支援事業所等の介護支援専
門員に対する個別支援も実施しており、年に
一度は質の向上のための研修も実施してい
る。
〇地域包括支援センターの主任ケアマネー
ジャーによるケアプラン作成のアドバイスや
指導を通して、介護支援専門員の資質向上に
つながるよう取り組みを継続する。

【介護支援専門員に対する支
援・指導の充実】介護支援専門
員への研修の実施

介護支援専門員への研修の実施；
R3年度目標3回、R4年度目標3回、
R5年度目標3回。

介護支援専門員への研修の
実施；R5年度実績1回

△

【課題】介護支援専門員の研修に
ついては、地域包括支援センター
が主体となって実施しているが、
地域包括支援センターの人員不
足や介護予防プラン業務で多忙
の状況もあり、実施が難しかっ
た。
【対応策】地域包括支援センター
の人員確保がしやすいよう、契約
内容の見直しを図った。

①自立支援・
介護予防・重
度化防止

〇「在宅医療・介護連携推進会議」は継続し
て実施しており、「入退院支援」「療養支
援」「看取り」の３分野において、本市の課
題に取り組んでいる。また、多職種連携と住
民の普及啓発に関しては、毎年研修や講演会
を実施している。会議や研修を行うことによ
り、専門職間で顔の見える関係ができつつあ
る。

【在宅介護・医療連携促進】多
職種研修の実施

多職種研修の実施；R3年度目標2
回、R4年度目標2回、R5年度目標2
回。

多職種研修の実施；R5年度実
績6回

◎

【課題】研修の開催方法と時間帯
について、多様な方法でできない
かと要望があった。
【対応策】会場開催だけでなく、Ｚ
ＯＯＭ等とのハイブリット開催がで
きないかと声があったことから、
研修方法や時間帯について検討
していく。

①自立支援・
介護予防・重
度化防止

〇「在宅医療・介護連携推進会議」は継続し
て実施しており、「入退院支援」「療養支
援」「看取り」の３分野において、本市の課
題に取り組んでいる。また、多職種連携と住
民の普及啓発に関しては、毎年研修や講演会
を実施している。住民の普及啓発について
は、自治会で講演会をするなど工夫をしてい
る。
〇今後は、市民や専門職を対象としたセミ
ナーや研修を通して、「人生会議（ＡＣ
Ｐ）」「リビングウィル」「終活」といった
取り組みの普及啓発にも継続して取り組む。

【在宅介護・医療連携促進】住
民への普及啓発

住民への普及啓発の実施；R3年度
目標2回、R4年度目標2回、R5年度
目標2回。

住民への普及啓発の実施；R5
年度実績1回

△

【課題】12市町村に委託法人の
コーディネーターのみで啓発活動
を回るのは難しい。
【対応策】行政担当や地域包括支
援センターなど、普及啓発の担い
手を増やすためのアプローチを
行う。

①自立支援・
介護予防・重
度化防止

〇自立支援型地域ケア会議については、毎月
１回開催。外部の専門職をアドバイザーで招
くことで、ケアマネジメント支援を行い、介
護支援専門員の実践力を高めることを目的と
している。

【地域ケア会議の充実】自立支
援型地域ケア会議での検討件
数の増加

自立支援型地域ケア会議での検討
件数；R3年度目標40件、R4年度目
標44件、R5年度目標44件。

自立支援型地域ケア会議での
検討件数；R5年度実績27件

○

【課題】自立支援型地域ケア会議
は地域包括支援センターが主体
となって実施しているが、令和５
年度は地域包括支援センターの
人員不足によりケア会議の開催
が十分にできないセンターがあっ
た。
【対応策】地域包括支援センター
の人員確保がしやすいよう、契約
内容の見直しを図った。
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①自立支援・
介護予防・重
度化防止

〇自立支援型地域ケア会議、個別支援型地域
ケア会議は実施しているが、地域課題型地域
ケア会議の開催回数が少ない。

【地域ケア会議の充実】地域課
題型地域ケア会議の開催回数
の増加

地域課題型地域ケア会議の開催回
数；R3年度目標1回、R4年度目標2
回、R5年度目標2回。

地域課題型地域ケア会議の
開催回数；R5年度実績0回

×

【課題】地域ケア会議やその他の
会議も多く、ややもすると開催す
ることが目的になってしまうという
声も聞かれる。
地域課題型地域ケア会議を実施
するまでの議論が積みあがって
いない。
【対応策】地域ケア会議や関連す
る既存の会議について目的や機
能に応じた整理を行ったうえで、
地域課題への具体的な対応策を
検討する場の設定が必要。

①自立支援・
介護予防・重
度化防止

〇自立支援型地域ケア会議については、毎月
１回開催。外部の専門職をアドバイザーで招
くことで、ケアマネジメント支援を行い、介
護支援専門員の実践力を高めることを目的と
している。
〇自立支援型地域ケア会議が、事例提供者と
なる介護支援専門員にとって有意義な会議に
なるよう、かつ自立に資するケアマネジメン
トにつながるよう、運用方法の改善を図りな
がら継続して実施する。

【地域ケア会議の充実】自立支
援型地域ケア会議において、
事例提供した事業所数を増や
す

自立支援型地域ケア会議において、
事例提供した事業所数；R3年度目
標12か所、R4年度目標13か所、R5
年度目標14か所。

自立支援型地域ケア会議にお
いて、事例提供した事業所数；
R5年度実績11か所

○

【課題】地域ケア会議やその他の
会議も多く、ややもすると開催す
ることが目的になってしまうという
声も聞かれる。
同じ事業所からの事例提供が多
い。
【対応策】地域ケア会議や関連す
る既存の会議について目的や機
能に応じた整理を行ったうえで、
地域課題への具体的な対応策を
検討する場の設定が必要。

①自立支援・
介護予防・重
度化防止

〇認知症サポーター養成講座については、地
域住民、企業、職能団体、市職員等幅広く実
施している。今後は更に商工会や通り会代
表、教育委員会へもアプローチを広げる。
〇キャラバン・メイトは、養成講座の講師と
して活躍している。

【認知症サポーター養成講座
や認知症キャラバンメイトの育
成】認知症サポーター養成講
座の受講者数を増やす

認知症サポーター養成講座の受講
者数；R3年度目標500人、R4年度目
標500人、R5年度目標500人（累計
7,000人）。

認知症サポーター養成講座の
受講者数；R5年度303人

○

【課題】地域包括支援センターに
配置している認知症対策推進員
が主体となって実施しているが、
令和５年度は２か所の地域包括
支援センターで人員不足の状況
があり、サポーター養成講座も十
分に実施ができない状況があっ
た。
【対応策】地域包括支援センター
の人員確保がしやすいよう、契約
内容の見直しを図った。
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①自立支援・
介護予防・重
度化防止

〇市内４か所の地域包括支援センターに配置
されている認知症地域支援推進員を中心に、
認知症カフェの企画・運営が行われており、
毎月それぞれのセンターで認知症カフェを実
施している。

【認知症カフェ等の設置、活動
の推進】認知症カフェ開催箇所
数を増やす

認知症カフェ開催箇所数；R3年度目
標5か所、R4年度目標6か所、R5年
度目標7か所。

認知症カフェ開催箇所数；R5
年度実績3か所

△

【課題】地域包括支援センターが
主体となって実施しているが、令
和５年度は地域包括支援セン
ターの人員不足により認知症カ
フェの開催が十分にできない状
況があった。
【対応策】地域包括支援センター
の人員確保がしやすいよう、契約
内容の見直しを図った。また、実
施が困難な地域包括支援セン
ターへ認知症カフェのノウハウを
継承するため、各センター毎に実
施することとしていた認知症カフェ
を合同開催を認めることとした。

①自立支援・
介護予防・重
度化防止

〇市内４か所の地域包括支援センターに配置
されている認知症地域支援推進員を中心に、
認知症カフェの企画・運営が行われており、
毎月それぞれのセンターで認知症カフェを実
施している。

【認知症カフェ等の設置、活動
の推進】認知症カフェの参加者
数を増やす

認知症カフェの参加者数；R3年度目
標480人、R4年度目標480人、R5年
度目標480人。

認知症カフェの参加者数；R5
年度実績173人

△

【課題】地域包括支援センターが
主体となって実施しているが、令
和５年度は地域包括支援セン
ターの人員不足により認知症カ
フェの開催が十分にできない状
況があった。
【対応策】地域包括支援センター
の人員確保がしやすいよう、契約
内容の見直しを図った。また、実
施が困難な地域包括支援セン
ターへ認知症カフェのノウハウを
継承するため、各センター毎に実
施することとしていた認知症カフェ
を合同開催を認めることとした。
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①自立支援・
介護予防・重
度化防止

〇認知症等高齢者の見守り及びその家族の負
担軽減を目的に、市や社会福祉協議会、警察
署の協定のもと、認知症高齢者見守りおかえ
り支援ネットワーク事業を実施。道迷いに不
安のある高齢者については、同事業に事前登
録してもらい、道迷いや行方不明になった場
合に、各関係機関や、地域の協力団体・企業
（見守りおかえりサポーター）が協力して早
期発見・保護できるよう、ネットワークを構
築している。
〇見守りおかえりサポーターの認定団体数を
増やすため、地域住民が集まる場で事業説明
を行うなど、周知を更におこなっていく。

【認知症高齢者等見守りおか
えり支援ネットワーク事業の充
実】見守りおかえりサポーター
の認定団体を増やす

見守りおかえりサポーターの認定団
体数（累計）；R3年度目標41団体、
R4年度目標43団体、R5年度目標45
団体。

見守りおかえりサポーターの
認定団体数；R5年度実績62団
体

◎

【課題】①見守りサポーター認定
後、期間が空いている団体につ
いて、運用がこちらの意図と違う
ものになっていたりすることがあ
る。②道迷いが発生した際のサ
ポーター団体への連絡手段が、
電話・ＦＡＸ・メールに限られてい
るため、連絡にかかる業務負担
が大きくなっている。【対応策】①
見守りサポーター認定後、期間が
空いている団体については、本事
業の趣旨や運用方法などを改め
て説明を行う。②プライバシーに
配慮した形でＳＮＳが活用できな
いか検討中。

①自立支援・
介護予防・重
度化防止

高齢者人口は年々増加傾向にあり、それに伴い要
支援・要介護認定者数も増加。団塊の世代が全て
75歳以上となる令和7年に向け、入所施設の整備の
更なる充実が求められている。

地域密着型サービス基盤整備

※R5年度まえでに下記３サービスの整
備を終え、事業所指定を行う。
（R3）：選定、（R4）：施設整備、（R５）：指
定

①看護小規模多機能型居宅介護
→１ヵ所：29名
②認知症対応型共同生活介護
→１ヵ所：18名（2ユニット）
③地域密着型特定施設入居者生活介
護
→１ヵ所：29名

・①護小規模多機能型居宅介護
→（R5年度末）：未整備
・②知症対応型共同生活介護
→（R5年度末）１ヵ所：18名（2ユ
ニット）整備・指定済み
③地域密着型特定施設入居者生
活介護
→（R5年度末）１ヵ所：12名整備・
指定済み

○

看護小規模多機能型居宅介護につ
いては、公募したものの応募がなく、
未整備となった。当該サービスにつ
いては、第９期計画策定におけるア
ンケート調査において、ニーズが高
い結果が出ていることから、引き続き
同計画においても整備計画を立て、
取り組んでいく。
取組にあたり、既に同サービス整備
済みの他市の公募内容を調査研究
する。

②給付適正化

居宅介護支援事業所の指定・指導権限が委譲され
たことや地域密着型サービス事業所がの基盤整備
により、指定・指導業務が増加。法令に基づき、
より一層の制度管理の適正化とよりよいケアをの
実現及び介護サービス事業所への支援の充実が求
められる。

事業所の指定及び指導監督の継
続

運営指導及び集団指導の実施
。運営指導：年度毎に個別計画を立て
実施
・集団指導：年１回

〇運営指導；計9事業所
・居宅介護支援事業：5事業所
・地域密着型サービス事業所：4
事業所

〇集団指導：未実施

△

運営指導については、計画通りに実
施することが出来たが、集団指導に
ついては、法改正の対応等で実施す
ることが出来なかった。次年度以降
は、開催時期について見直す必要あ
り。

②給付適正化

介護給付費等適正化推進事業
の促進

・要介護認定の適正化

介護認定調査員及び介護認定審査
会の平準化
・事務居、認定調査員との調整会議
を隔月実施し、認定調査に関する内
容等の意見交換、認定審査会から
の意見等の伝達を行う。
・認定調査員の日直当番制を導入
し、調査票の内容確認を行い、、調
査員間の共通認識を図る。

・事務局、認定調査員の定例会
開催
→隔月第4（木）の年間6回実施
・認定調査員の日直制の導入
・介護認定調査業務委託（調査業
務を円滑に実施するため、県内
事業所と委託契約を結ぶ）

○

申請から認定までの期間の長期
化が課題となっており、年度途中
で調査員を増やす等対応を行っ
たが、依然として解消されていな
い。
今後も要介護認定申請件数の増
加が見込まれるため、介護認定
調査支援システム（タブレット）を
導入し、要介護認定までの期間
の短縮に努める。

高齢者人口は年々増加傾向にあり、それに伴い要
支援・要介護認定者数も増加。令和７年度より後
期高齢者煤が前期高齢者を上回り、認定率及び介
護給付費の増大が見込まれることから、介護保険
制度への信頼性を高め、介護保険サービスを利用
すべき利用者が適正な介護保険さービスを教授で
きるよう、主要５事業の適正化の推進を図る必要
がある。



区分 現状と課題 第８期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容 自己評価 課題と対応策

第８期介護保険事業計画に記載の内容 令和５年度（年度末実績）

②給付適正化 ケアプランの点検

ケアプランの点検によって、介護支
援専門員の資質向上を支援するとと
もに、自立支援に資する適切なケア
プランやサービスの提供となるよう
に努める。
・計画/年度毎に個別計画を立て実
施

・居宅介護支援事業所文書点
検
：5事業所（13件）
・生活援助理由書：82件
・例外給付福祉用具貸与理由
書：83件
・暫定プラン：346件

◎

介護給付適正化支援システムも
活用し、介護度に見合わない過
剰なサービス利用疑いのあるケ
アプランを抽出し、介護支援専門
員へ確認することができた。同シ
ステムを活用し、点検件数の向上
にｔ努めたい。

②給付適正化 住宅改修の点検

利用者の状態像等に対応した内容
となっているかを、事前申請の段階
から見積書の点検、必要に応じて実
態調査を行う。また改修価格の適正
化のため、割高な改修工事について
は、業者等へ聴取を行う。

提出資料の精査、適宜追加資
料の要求、実態調査の実施
・住宅改修事前協議：151件
・実態調査：１件

◎

申請書や見積書など、各種申請
書類を審査し、疑義のある場合
は、改修業者や介護支援専門員
へ内容確認するなど適正な点検
を実施することが出来た。また実
態調査については、専門職（PT）
と連携し、過剰な改修項目の適
正化に繋げること出来た。引き続
き取り組んでいく。

②給付適正化 縦覧点検・医療情報との突合

算定期間回数制限、重複請求、居
宅介護支援請求のサービス実施状
況、入退所を繰り返す受給者、軽度
の要介護に係る福祉用具貸与品目
一覧について重点的に点検を実施
する。

・縦覧点検での過誤調整件
数：21件
・介護給付適正化支援システ
ムを活用しての過誤調整件
数：6件

○

介護給付適正化支援システムを
活用し概ね対応出来ているが、
未着手の帳票種類もあることか
ら、今後効率的な点検方法や点
検件数を増やす方策を検討する
必要あり。

②給付適正化 介護給付費通知

介護認定更新・変更時期の認定結果通
知に同封して通知する。これに併せて介
護支援専門員は、必要に応じて利用
者・利用者家族に対し、サービスの利用
状況や利用者本人の状態の維持・改善
状況、予後等について説明するものと
し、適正な請求に向けた抑制効果や不
適切な利用状況の把握といった本来の
目的達成のみならず、より効果的な運
用を目指す。

・介護認定更新、変更時期の
認定結果通知に同封して通
知。
送付件数：3,360件

◎

　適正化の効果が見えにくく、か
つ国の適正化主要事業から外れ
た(任意事業）ため、今後送付の
あり方など、研究していく必要あ
り。

高齢者人口は年々増加傾向にあり、それに伴い要
支援・要介護認定者数も増加。令和７年度より後
期高齢者煤が前期高齢者を上回り、認定率及び介
護給付費の増大が見込まれることから、介護保険
制度への信頼性を高め、介護保険サービスを利用
すべき利用者が適正な介護保険さービスを教授で
きるよう、主要５事業の適正化の推進を図る必要
がある。


